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はじめに 

 バブル経済がはじけ、長期にわたる経済の低迷が続いている状況の中

で、経済の回復を図るために、国が景気対策としての公共投資の追加や

減税を繰り返し実施している。それに要する財源は税収で賄いきれず、

ほとんど借入金に頼らざるを得ず、国・地方を通じて多額の借入金が積

み重なっているというのが我が国の財政の現状である。 

 平成12年度においても、公共事業等予備費や補正予算により公共投資

の追加が行われ、その地方負担については、従来の全額地方債で賄い後

年度交付税措置を行うことに加え、地方交付税の再算定により交付税の

増額を行うなどの地方財政措置が行われた。 

 このような状況の下、本市においても、国の経済対策を積極的に受け

入れ、また、国民体育大会の開催や介護保険の実施、地域情報化の推進

など新規の行政需要にも対応するなど、歳入が伸び悩む中で厳しい財政

運営を余儀なくされた。今後も、政府が進めている構造改革により、地

方交付税や市町村合併など地方財政制度の抜本的な見直しが図られるた

め、なお一層の行財政改革が求められている。そのため、この冊子を通

して本市の厳しい財政状況を認識いただき、これからの財政健全化に資

する行動に期待したい。  
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第１図    決算規模の推移
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１ 決 算 規 模 

  

平成１２年度の一般会計決算額は、次のとおりとなった。 

  歳入 ２４，７４５，８９７千円 （前年度 ２５，３７５，８１０千円） 

  歳出 ２４，０７１，６８０千円 （前年度 ２４，６１８，５５４千円） 

 前年度に比べて、歳入では

６２９，９１３千円 ２．５％

の減、歳出では５４６，８７

４千円 ２．２％の減となっ

た。 

 これは、介護保険制度への

移行に伴う扶助費や普通建設

事業費（補助）、人件費などの

減が主な要因である。 

決算規模の過去１０年間の

推移は、第１図のとおりであ

る。決算規模は、平成４年度

には景気対策等により、大幅

な伸びとなったが、それ以降

は景気の低迷等の影響を受け、

伸び率は鈍化している。ただ

し、平成１０年度はふれあい

スポーツセンター建設事業の

最終年度となったため、大幅

な伸びとなったが、翌年度以降伸び率は減少した。 

 

 

２ 決 算 収 支 

 

 平成１２年度の決算収支の状況は、第１表のとおりである。 

 歳入歳出差引額（形式収支）は、６７４，２１７千円の黒字となったが、ここから明許繰越等の事業

に充てるため翌年度に繰り越すべき財源１１７，６４２千円を控除したもの、すなわち実質収支におい

ては５５６，５７５千円の黒字となり、前年度を若干上回ったことから、単年度収支（今年度実質収支

－前年度実質収支）では２，９２９千円の黒字、実質収支比率（実質収支の標準財政規模に占める割合）

は４．１％と前年度より０．１ポイントの上昇となった。一方、実質的な黒字要素となる財政調整基金

積立金及び繰上償還金、赤字要素となる財政調整基金取崩額を加味した実質単年度収支においては６３，

４８９千円の黒字となった。なお、実質収支の過去１０年間の推移は、第２図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

歳入 1962 2217 2294 2308 2329 2408 2500 2678 2538 2475 

歳出 1901 2158 2227 2250 2266 2348 2441 2616 2462 2407 
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第１表   一般会計決算収支の状況   

   （単位：千円）

区          分 平成１１年度 平成１２年度 

1 歳入総額 25,375,810 24,745,897

2 歳出総額 24,618,554 24,071,680

3 歳入歳出差引額(１－２) 757,256 674,217

4 翌年度に繰り越すべき財源 203,610 117,642

5 実質収支(３－４) 553,646 556,575

6 単年度収支 63,436 2,929

7 財政調整基金積立金 253,230 282,714

8 繰上償還金 56,635 67,846

9 財政調整基金取崩額 260,000 290,000

10 実質単年度収支(６＋７＋８－９) 113,301 63,489

11 実質収支比率(５／１２) 4.0% 4.1%

12 標準財政規模 13,706,403 13,719,256

第２図  実質収支の推移
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区分 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

実質収支 591 538 580 471 510 546 516 490 554 557 
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第３図   歳入に占める構成比の推移
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３ 歳 入 の 状 況 

  

平成１２年度の歳入決算額は、２４，７４５，８９７千円で、前年度（２５，３７５，８１０千円）

に比べ６２９，９１３千円、

２．５％減（前年度５．３％

減）となった。 

歳入の内訳は、第２表のと

おりである。一般財源では、

市税は５，３２０，１４５千

円（構成比２１．５％）、地

方交付税８，６０８，０６７

千円（３４．８％）等、一般

財源総額は１５，４６３，９

２３千円で前年度に比べ４

２，１９６千円、０．３％の

増となり、この結果一般財源

の歳入総額に占める割合（一

般財源比率）は６２．５％で、

前年度を上回った。特定財源で

は、国庫支出金１，５４７，０

５４千円（６．３％）、県支出

金１，４５５，４５３千円（５．

９％）、市債（減税補てん債を

除く。）３，３７４，１００千

円（１３．６％）等、特定財源

総額は９，２８１，９７４千円

で前年度に比べ６７２，１０９千円、６．８％の減となった。主な要因としては、介護保険制度への移

行に伴う扶助費に対する国庫負担金・補助金等の減やリサイクルプラザ建設事業の皆減をはじめとする

普通建設事業費の減に伴う特定財源の減などである。 

 第３図は、これらの歳入総額に占める割合の推移を示したものである。１２年度の市税は、経済の厳

しい状況や固定資産税の評価替の影響により減額となったことにより、構成比は２１．５％となった。

地方交付税は平成 5 年度から平成１０年度までの間では構成比３０％前後となっていたが、平成１１

年度以降歳入全体が減少している中で、特別交付税の増により全体として増加しているため、その構成

比が上昇している。国庫支出金は、平成１１年度限りに介護保険円滑導入特例交付金が臨時的に交付さ

れたため、１２年度は構成比が減少している。市債は、平成 4 年度から行われた国の経済対策による

補正予算債や減税補てん債などの発行により、平成５年度以降構成比が高水準で推移していたが、ふれ

あいスポーツセンター建設事業に対する市債の発行も加わった平成１０年度を境に、１０％前半の水準

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

市税 24.7 24.1 23.3 22.4 23.5 23.1 23.1 20.7 21.8 21.5

地方交付税 34.1 32.0 30.3 30.5 30.1 29.6 30.0 29.3 33.8 34.8

地方譲与税 4.4 3.6 3.9 4.3 4.4 3.8 1.4 1.0 1.1 1.1

国庫支出金 8.2 8.7 9.7 8.2 7.7 8.8 7.4 6.9 10.1 6.3

県支出金 7.4 6.8 5.8 5.5 5.8 6.0 6.2 5.5 5.7 5.9

市債 10.0 8.2 14.7 16.7 18.1 14.9 17.5 21.8 12.0 13.9

諸収入 4.1 3.3 3.1 3.3 3.2 3.0 3.2 3.1 3.7 4.0

その他 8.9 10.3 9.2 9.1 7.2 10.8 11.2 11.7 11.8 12.5
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第２表   一般会計歳入決算額の状況        

       （単位：千円、％）

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 増減率 
区    分 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 11／10 12／1１ 

市税 5,533,733 20.7 5,529,998 21.8 5,320,145 21.5 △ 0.1 △ 3.8

地方譲与税 261,164 1.0 268,855 1.1 275,807 1.1 2.9 2.6

利子割交付金 60,741 0.2 66,899 0.3 246,181 1.0 10.1 268.0

地方消費税交付金 528,217 2.0 499,588 2.0 515,209 2.1 △ 5.4 3.1

ゴルフ場利用税交付金 21,341 0.1 20,536 0.1 20,123 0.1 △ 3.8 △ 2.0

特別地方消費税交付金 32,855 0.1 25,852 0.1 12,340 0.0 △ 21.3 △ 52.3

自動車取得税交付金 176,233 0.7 165,469 0.7 169,461 0.6 △ 6.1 2.4

地方特例交付金   0.0 170,735 0.7 209,070 0.6   皆増 ２２．５

地方交付税   7,845,618 29.3 8,575,185 33.8 8,608,067 34.8 9.3 0.4

  普通交付税 6,692,408 25.0 7,297,178 28.8 7,247,994 29.3 9.0 △ 0.7

  特別交付税 1,153,210 4.3 1,278,007 5.0 1,360,073 5.5 10.8 6.4

交通安全対策特別交付金 11,891 0.0 11,910 0.0 9,920 0.1 0.2 △ 16.7

減税補てん債     350,800 1.3 86,700 0.3 77,600 0.4 △ 75.3 △ 10.5

一般財源計 14,822,593 55.3 15,421,727 60.8 15,463,923 62.5 4.0 0.3

分担金及び負担金 543,239 2.0 488,643 1.9 371,624 1.5 △ 10.1 △ 23.9

使用料 222,094 0.8 178,939 0.7 165,405 0.7 △ 19.4 △ 7.6

手数料 127,726 0.5 118,122 0.5 112,828 0.5 △ 7.5 △ 4.5

国庫支出金 1,849,900 6.9 2,555,231 10.1 1,547,054 6.3 38.1 △ 39.5

県支出金 1,470,409 5.5 1,446,262 5.7 1,455,453 5.9 △ 1.6 0.6

財産収入 113,206 0.4 152,806 0.6 39,648 0.2 35.0 △ 74.1

寄附金 20,478 0.1 20,177 0.1 13,524 0.1 △ 1.5 △ 33.0

繰入金 724,743 2.7 454,024 1.8 459,433 1.9 △ 37.4 1.2

繰越金 585,315 2.2 626,424 2.5 757,256 3.1 7.0 20.9

諸収入 820,350 3.1 947,955 3.7 985,649 4.0 15.6 4.0

市債（減税補てん債を除く） 5,483,800 20.5 2,965,500 11.7 3,374,100 13.6 △ 45.9 13.8

特定財源計 11,961,260 44.7 9,954,083 39.2 9,281,974 37.5 △ 16.8 △ 6.8

合   計 26,783,853 100.0 25,375,810 100.0 24,745,897 100.0 △ 5.3 △ 2.5
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（１）市 税 

市税の決算額は、５，３２０，１４５千円で、前年度（５，５２９，９９８千円）に比べ２０９，８

５３千円 ３．８％の減となった。第４図は、市税の対前年度増減率の推移を示したものである。個人

市民税は、経済の厳しい状況による所得の落ち込みや平成１０年度からの恒久的な減税の影響により、

引き続き減額となった。法人市民税は、企業の業績悪化等により前年度同様、減となった。固定資産税

は、評価替えに伴い家屋

が６．５％減、土地が１．

１％減となったことな

どにより、４．５％の減

となった。 

 内訳は、第３表のとお

りである。個人市民税は、

１，９３３，６０７千円

で、前年度に比べ８６，

７１３千円 ４．３％の

減、法人市民税は、３５

３，３０５千円で、前年

度に比べ１３，１１６千

円 ３．６％の減、固定

資産税は、２，６１３，

８８８千円で、前年度に

比べ１１６，４１４千円、

４．３％の減となるなど、

市税の９２．１％を占め

る市民税と固定資産税

が前年度に比べて、２１

６，２４３千円減となっ

たことにより、大変厳し

い財政環境となった。そ

の他では、軽自動車税が、

９３，９７５千円で、前

年度に比べ４，０６０千

円 ４．５％増、たばこ税は、３００，６４６千円で、前年度に比べ６，７６４千円 ２．３％の増、

特別土地保有税は、保有分の１０年経過したため皆減、入湯税は、入湯客数の減により２４，７２４千

円で、前年度に比べ４，００８千円 １３．９％減となった。 

 現年課税分徴収率は、市民税で０．４ポイント、軽自動車税で０．３ポイント上昇し、市税全体でも

０．１ポイント上昇して９８．０％となり、平成１０年度の水準まで回復した。 

 

第４図  市税の対前年度増減率の推移
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              3   4   5  6   7   8  9  10  11  12 年度 

区分 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

個人市民税 3.7 19.9 △ 2.3 △ 15.0 5.8 0.5 11.9 △ 12.5 △ 3.3△ 3.8

法人市民税 △ 4.8 △ 7.6 △ 13.0 11.7 8.1 △ 16.8 △ 2.2 △ 8.0 △ 6.6△ 4.3

固定資産税 7.1 6.4 6.2 5.2 6.1 6.6 △ 2.8 2.9 2.5△ 4.3

市税総額 3.8 10.2 2.9 △ 3.3 5.9 1.7 3.9 △ 4.3 △ 0.1△ 3.8

名目ＧDＰ 5.6 1.9 1.0 0.4 2.3 2.9 0.2 △ 2.1 △ 0.2△ 0.6
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第３表   市税収入の状況        

       （単位：千円、％）

平成１１年度 平成１２年度 増減率 

区分 

決算額 
現年課税分
徴収率 構成比 決算額 

現年課税分
徴収率 構成比 11／10 12／11 

市民税   2,386,741 98.5 43.2 2,286,912 98.9 43.0 △ 3.8 △ 4.2

  個人 2,020,320 98.4 36.5 1,933,607 98.8 36.3 △ 3.3 △ 4.3

  法人 366,421 99.2 6.6 353,305 99.3 6.6 △ 6.6 △ 3.6

固定資産税 2,730,302 97.0 49.4 2,613,888 97.0 49.1 2.5 △ 4.3

軽自動車税 89,915 98.5 1.6 93,975 98.8 1.8 2.6 4.5

たばこ税 293,882 100.0 5.3 300,646 100.0 5.7 7.2 2.3

特別土地保有税 426 100.0 0.0 0 - 0.0 △ 6.0 皆減 

入湯税 28,732 100.0 0.5 24,724 100.0 0.5 △ 7.4 △ 13.9

合   計 5,529,998 97.9 100.0 5,320,145 98.0 100.0 △ 4.3 △ 3.8

 

（２）地 方 交 付 税 

 地方交付税の決算額は、８，０８，０６７千円で、前年度（８，５７５，１８５千円）に比べ３２，

８８２千円 ０．４％増となった。内訳は、普通交付税が７，２４７，９９４千円で、前年度に比べ４

９，１８４千円 ０．７％減、特別交付税が１，３６０，０７３千円で、前年度に比べ８２，０６６千

円 ６．４％増となった。 

普通交付税の状況は、第４表のとおりである。経常経費は、地域総合整備事業債で建設した施設の管

理運営経費の見直しによる企画振興費の減や遠距離児童生徒や寄宿舎に要する経費の不算入に伴う小

中学校費の減などにより１．３％減、投資的経費は、その他の諸費の事業費補正で措置されていた補正

予算債の償還金が、公債費に振り替わったことなどにより２．５％減、公債費を含むその他の経費は、

補正予算債の振り替わりなどにより２１．０％増となるほか、再算定で国の補正に伴う地方負担の増と

して、新たに臨時経済対策費を設けて５１，６４２千円が算入されたため、２７．７％増となり、基準

財政需要額全体では、０．１％増となった。一方、基準財政収入額は、郵便貯金等の高利率の満期集中

による利子割交付金の大幅な増などにより１．５％増となった。 

 特別交付税は、今年度から新規ルール算入された中山間地域等直接支払に伴う経費が算入されたこと

や大雪により除雪経費が増嵩したことなどにより増額となった。 
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第４表   普通交付税の状況    

   （単位：千円、％） 

区    分 平成１１年度 平成１２年度 増減率 

  経常的経費 7,626,790 7,524,156 △ 1.3

  投資的経費 3,758,930 3,663,606 △ 2.5

基準財政需要額 その他の経費 758,155 967,914 27.7

  算出額計 12,143,875 12,155,676 0.1

  錯誤額   △ 2,788 -

  計   Ａ 12,143,875 12,152,888 0.1

  算出額 4,877,464 4,924,163 1.0

基準財政収入額 錯誤額 △ 37,139 △ 19,269 △ 48.1

  計   Ｂ 4,840,325 4,904,894 1.3

交付基準額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 7,303,550 7,247,994 △ 0.8

調整額 Ｄ 6,372 0 △ 100.0

交付額 Ｃ－Ｄ 7,297,178 7,247,994 △ 0.7

 

（３）国 庫 支 出 金 

 国庫支出金の決算額は１，５４７，０５４千円で、前年度（２，５５５，２３１千円）に比べ、１，

００８，１７７千円 ３９．５％減となった。 

 普通建設事業費支出金は６４７，２４９千円で、前年度（８０３，００４千円）に比べ１５５，７５

５千円 １９．４％減、災害復旧事業費支出金は６７，６４２千円で、前年度（１１６，８５３千円）

に比べ４９，２１１千円 ４２．１％減、介護保険円滑導入特例交付金は４６１，５８０千円皆減、少

子化対策臨時特例交付金は５７，３４９千円皆減となった。 

前年度と比べて増減の大きなものをみると、普通建設事業費支出金では、少子化対策臨時特例交付金

の普通建設事業費充当分の４１,２６４千円皆減や朝日山公園整備事業費などに対する都市計画公園事

業費補助金４０，３６０千円減、その他では、介護保険制度への移行に伴う老人保護措置費負担金２３

６，４９４千円減や在宅老人ディサービスセンター運営費補助金８４，１４９千円減などが挙げられる。 

 

（４）県 支 出 金 

 県支出金の決算額は、１，４５５，４５３千円で、前年度（１，４４６，２６２千円）に比べ９，１

９１千円 ０．６％の減となった。 

 普通建設事業費支出金は７１０，７８２円で、前年度（６５１，９３６千円）に比べ５８，８４６千

円 ９．０％増、災害復旧事業費支出金は８８，６６３千円で、前年度（１２２，３４５千円）に比べ

３３，６８２千円 ２７．５％減となった。 
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前年度と比べて増減の大きなものをみると、普通建設事業費支出金では、地域情報化基盤整備事業費

に対する電気通信格差是正事業費補助金の７６，４９８千円増、その他では、衆議院選挙や県知事選挙

などの選挙費委託金２６,９８９千円増、国勢調査などの統計調査費委託金１１,２７０千円増などが挙

げられる。 

 

（５）市 債 

 市債の決算額は、３，４５１，７００千円で、前年度（３，０５２，２００千円）に比べ３９９，５

００千円 １３．１％増となった。 

 主な内訳は、第５表に示したとおりである。県営広域臨港道路事業費負担金などの減により、一般公

共事業債が１５６，３００千円 ２７．２％減、一般単独事業債は、地域情報化基盤整備事業費などに

対する補正予算債や臨時経済対策債の発行増により全体で４９４，４００千円 ４１．６％増となった。

その中で臨時地方道整備事業債と臨時河川等整備事業債が減少しているのは、それぞれの一般分がより

交付税算入率の高い臨時経済対策債に振り替えたためである。辺地対策事業債は辺地債道路改良事業費

の増により、２５９，８００千円 ７６．４％増、一般廃棄物処理事業債は、リサイクルプラザ建設事

業の完了により４５０，９００千円皆減となったが、ダイオキシン対策のための西部清掃センター整備

事業費により２２７，８００千円皆増となったことなどにより、２３９，０００千円 ５１．２％減と

なった。 

 減税補てん債は、恒久的な減税による減収額の１／４の発行認められ、平成１２年度は減収見込額が

５３，７８５千円拡大するが、平成１１年度は前年度の特別減税の精算分も加算されていたため、９，

１００千円 １０．５％減となった。 

 

（６）そ の 他 の 歳 入 

 その他の歳入では、利子割交付金が定額貯金の集中満期により、１７９，２８２千円 ２６８．０％

増、特別地方消費税交付金は、特別地方消費税の廃止により前年度未交付額のみの交付となったため１

３，５１２千円 ５２．３％減、地方特例交付金は恒久的な減税の減収見込額が拡大したため３８，３

３５千円 ２２．５％増、交通安全対策特別交付金は、全国の交付総額の減により、１，９９０千円 １

６．７％減、分担金及び負担金は、介護保険制度への移行に伴う老人保護措置費負担金１０４，４０３

千円減や棚田地域等緊急保全対策事業費に対する中山間地域活性化対策事業費分担金が皆減になった

ことなどにより１１７，０１９千円 ２３．９％減、財産収入は、上田工業団地用地売却収入が皆減と

なったことなどにより１１３，１５８千円 ７４．１％減、寄附金は、小学校費寄附金や中学校費寄附

金が皆減などにより６，６５４千円 ３３．０％減、使用料及び手数料は、墓地使用料１４，６４０千

円減やし尿収集手数料６，６０２千円減などにより１８，８２８千円 ６．３％減となった。 
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第５表   市債発行額の状況     

    （単位：千円）

平成11 年度 平成12 年度 平成1２年度末 
区    分 

発行額 発行額 

差引増減額 

現在高 

１   一般公共事業債 575,300 419,000 △ 156,300 3,801,780

２   一般単独事業債  1,187,900 1,682,300 494,400 17,133,907

  うち地域総合整備事業債 307,800 355,300 47,500 8,388,174

  うち臨時地方道整備事業債 548,900 337,500 △ 211,400 4,436,807

  うち臨時河川等整備事業債 44,800   △ 44,800 359,841

３   公営住宅建設事業費       438,652

４   義務教育施設整備事業債       2,723,415

５   辺地対策事業債 339,900 599,700 259,800 2,973,772

６   公共用地先行取得等事業債       23,700

７   災害復旧事業債 69,100 47,300 △ 21,800 513,327

８   一般廃棄物処理事業債 466,800 227,800 △ 239,000 926,673

９   厚生福祉施設整備事業債       1,209,757

10  簡易水道事業債         

11  財源対策債 172,500 143,100 △ 29,400 958,958

12  減収補てん債       196,320

13  臨時財政特例債       228,880

14  公共事業等臨時特例債       18,234

15  減税補てん債 86,700 77,600 △ 9,100 1,721,498

16  臨時税収補てん債       329,372

17  調整債         

18  県貸付金       62,685

19  上水道事業出資債 154,000 102,700 △ 51,300 773,351

合   計 3,052,200 3,299,500 247,300 34,034,281

 

 

４ 歳 出 の 状 況 

 

 平成１２年度の歳出決算額は、２４，０７１，６８０千円で、前年度（２４，６１８，５５４千円）

に比べ５４６，８７４千円、２．２％の減（前年度５．９％増）となった。 
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（１）目的別歳出決算額の状況 

 目的別歳出決算額の状況は、第６表のとおりである。 

 歳出総額に占める構成比は、総務費が１７．７％（前年度１３．８％）で最も大きく、次いで民生費

１６．７％（１９．３％）、土木費１４．１％（１４．２％）、公債費１４．０％（１２．７％）、衛生

費１２．１％（１３．４％）、農林水産業費９．４％（１０．４％）、教育費が７．５％（７．２％）、

商工費３．９％（３．５％）、消防費２．４％（２．５％）、議会費１．１％（１．０％）などととなっ

ている。 

 前年度と比べて増減の大きなものをみると、総務費が地域情報化整備事業費６８３，５６２千円）皆

増や減債基金積立金が１０５，７４６千円の増等により、８５９，５２１千円 ２５．３％増、民生費

は、介護保険制度への移行に伴う老人福祉費の減などにより、７２８，７７１千円、１５．３％減、衛

生費はリサイクルプラザ建設事業費が皆減となったが、ダイオキシン対策のための西部清掃センター整

備事業費が４３５，３９１千円皆増などにより３７８，４４１千円 １１．５％減、労働費は、勤労者

小口資金融資預託金６，０００千円減などにより８，０１８千円 １５．１％減、農林水産業費は、大

浦地区基盤整備事業完了に伴う減などにより２８１，９５８千円 １０．８％減、災害復旧費は、現年

農地施設災害復旧事業費４９，７２２千円減などにより、１１７，００９千円 ３６．０％減となった。 

なお、目的別歳出決算額の構成比の推移は、第５図のとおりである。 

第６表   一般会計目的別歳出決算額の状況      

      （単位：千円、％）

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 増減率 
区   分 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 11／10 11／12 

議会費 253,942 1.0 251,458 1.0 256,557 1.1 △ 1.0 2.0

総務費 2,681,141 10.3 3,393,476 13.8 4,252,997 17.7 26.6 25.3

民生費 4,231,762 16.2 4,755,109 19.3 4,026,338 16.7 12.4 △ 15.3

衛生費 2,900,891 11.1 3,286,766 13.4 2,908,325 12.1 13.3 △ 11.5

労働費 53,418 0.2 53,066 0.2 45,048 0.2 △ 0.7 △ 15.1

農林水産業費 2,809,589 10.7 2,568,441 10.4 2,269,105 9.4 △ 8.6 △ 11.7

商工費 799,194 3.1 855,695 3.5 930,997 3.9 7.1 8.8

土木費 3,745,766 14.3 3,506,161 14.2 3,397,530 14.1 △ 6.4 △ 3.1

消防費 590,024 2.3 623,002 2.5 587,666 2.4 5.6 △ 5.7

教育費 4,623,807 17.7 1,771,830 7.2 1,816,91１ 7.5 △ 61.7 2.5

災害復旧費 359,168 1.4 325,277 1.3 208,268 0.9 △ 9.4 △ 36.0

公債費 3,014,895 11.5 3,133,649 12.7 3,371,938 14.0 3.9 7.6

諸支出金 93,832 0.4 94,624 0.4 0 0.0 0.8 皆減 

合   計 26,157,429 100.0 24,618,554 100.0 24,071,680 100.0 △ 5.9 △ 2.2



 12 

 

（２）性質別歳出決算額の状況 

 性質別歳出決算額の状況は第７表のとおりである。前年度に対して、義務的経費や投資的経費が減額

となったが、繰出金等のその他の経費が増額となった。 

① 義務的経費 

 義務的経費の決算額は、１０，３６１，８２８千円で、前年度（１１，１３６，６１５千円）に比べ

７７４，７８７千円、△７．０％減となり、歳出総額に占める構成比は、前年度より２．２ポイント下

がり、４３．０％となった。公債費は増になったが、扶助費が大幅な減、人件費も減となったため、義

務的経費が減となったものである。 

 人件費の決算額は、５，３９０，１８８千円となり、前年度（５，５８５，２１５千円）に比べて１

９５，０２７千円 ３．５％減となった。これは、期末手当の削減や介護保険特別会計への会計間移動

も含めた職員数の減などによるものである。また、人件費比率は２２．４％で前年度に比べて、０．３％

下がったが、県内ではまだ高水準にある。内訳は、第８表のとおりである 

第５図   目的別歳出決算額の構成比の推移
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総務費
 

区分 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

総務費 18.1 18.7 13.0 11.4 11.9 12.8 12.5 10.3 13.8 17.7 

民生費 15.5 15.8 16.1 15.4 15.7 16.7 16.2 16.2 19.3 16.7 

衛生費 9.5 9.5 9.6 11.4 10.7 10.7 13.1 11.1 13.4 12.1 

農林水産業費 10.3 13.1 12.5 15.8 16.8 11.9 11.2 10.7 10.4 9.4 

土木費 12.7 14.1 16.5 17.6 14.6 16.5 15.0 14.3 14.2 14.1 

教育費 15.0 12.5 15.3 11.3 11.8 10.7 13.5 17.7 7.2 7.5 

公債費 10.4 9.2 9.0 9.4 9.9 10.9 10.6 11.5 12.7 14.0  

その他 8.5 7.1 8.0 7.7 8.6 9.9 7.9 8.3 9.0 8.5 
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第７表   一般会計性質別歳出決算額の状況       

       （単位：千円、％）

平成１０年度 平成１１年度 平成１2年度 増減率 
区      分 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 11/10 12/11 

人件費   5,621,933 21.5 5,585,215 22.7 5,390,188 22.4 △ 0.7 △ 3.5

  うち職員給 4,271,847 16.3 4,181,995 17.0 4,032,600 16.8 △ 2.1 △ 3.6

扶助費 2,287,857 8.8 2,418,939 9.8 1,600,049 6.6 5.7△ 33.9

公債費   3,014,522 11.5 3,132,461 12.7 3,371,591 14.0 3.9 7.6

  元利償還金 3,005,950 11.5 3,124,416 12.7 3,365,385 14.0 3.9 7.7

  一時借入金利子 8,572 0.0 8,045 0.0 6,206 0.0 △ 6.1△ 22.9

義務的経費計 10,924,312 41.9 11,136,615 45.2 10,361,828 43.0 1.9 △ 7.0

普通建設事業

費   8,585,081 32.8 5,914,791 24.0 5,749,042 23.9 △ 31.1 △ 2.8

  補助事業費 2,400,880 9.2 3,011,337 12.2 2,965,203 12.3 25.4 △ 1.5

  単独事業費 6,184,201 23.6 2,903,454 11.8 2,783,839 11.6△ 53.1 △ 4.1

災害復旧事業費 359,168 1.4 325,277 1.3 209,675 0.9 △ 9.4△ 35.5

失業対策事業費                 

投資的経費計 8,944,249 34.2 6,240,068 25.3 5,958,717 24.8 △ 30.2 △ 4.5

  うち人件費 62,467 0.2 51,699 0.2 43,810 0.2 △ 17.2 △15.3

物件費 2,079,385 7.8 2,164,666 8.8 2,245,294 9.3 4.1 3.7

維持補修費 293,683 1.1 249,944 1.0 242,912 1.0 △ 14.9 △ 2.8

補助費等 1,283,846 4.9 1,105,789 4.5 1,240,240 5.2 △ 13.9 12.2

積立金 405,982 1.6 1,284,292 5.2 1,175,959 4.9 216.3 △ 8.4

投資及び出資金、貸付金 837,060 3.2 959,504 3.9 1,128,178 4.7 14.6 17.6

繰出金 1,388,912 5.3 1,477,676 6.0 1,718,552 7.1 6.4 16.3

その他の経費計 6,288,868 23.9 7,241,871 29.4 7,751,135 32.2 15.2 7.0

合    計 26,157,429 100.0 24,618,554 100.0 24,071,680 100.0 △ 5.9 △ 2.2

第 
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第第８表 人件費の状況 

      （単位：千円、％）

平成１１年度 平成１２年度 比較 
区分 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

議員・委員等報酬手当 207,108 3.７ 202,855 3.8 △ 4,253 △ 2.1

長等の特別職の給与費 56,164 1.0 54,080 1.0 △ 2,084 △ 3.7

職員給与費 4,181,995 74.8 4,032,598 74.8 △ 149,397 △ 3.6

基本給 2,722,690 48.7 2,636,753 48.9 △ 85,937 △ 3.2

 その他の手当 1,459,305 2６.1 1,395,845 25.9 △ 63,460 △ 4.3

地方公務員共済組合負担金 668,911 12.0 659,689 12.2 △ 9,222 △ 1.4

退職手当組合負担金 466,734 8.4 436,945 8.1 △ 29,789 △ 6.4

地方公務員災害補償基金負担金 4,303 0.1 4,021 0.1 △ 282 △ 6.6

合計 5,585,215 100.0 5,390,188 100.0 △ 195,027 △ 3.5

 

 扶助費の決算額は、１，６００，０４９千円で、前年度（２，４１８，９３９千円）に比べ８１８，

８９０千円、３３．９％の大幅な減となった。内訳は第９表のとおりである。介護保険制度への移行

に伴う特別養護老人ホーム等の措置費や在宅老人ディサービス運営費などの減による老人福祉費の

減、児童手当の拡充や幼児医療費の助成を４歳未満に拡大したことに伴う児童福祉費の増等により、

全体では８１８，８９０千円 ３３．９％減となった。 

第９表   扶助費の状況       

      （単位：千円、％）

平成１１年度 平成１２年度 比較 
区   分 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

社会福祉費 592,222 24.5 605,720 37.9 13,498 2.3

老人福祉費 992,349 41.0 81,225 5.1 △ 911,124 △ 91.8

児童福祉費 571,590 23.6 681,860 42.6 110,270 19.3

生活保護費 255,557 10.6 222,414 13.9 △ 33,143 △ 13.0

災害救助費     －    －    －   －     －   －  

１ 

民
生
費 

小計 2,411,718 99.7 1,591,219 99.4 △ 820,499 △ 34.0

２   衛生費     －    －    －   －     －   －  

３   教育費 7,221 0.3 8,830 0.6 1,609 22.3

合    計 2,418,939 100.0 1,600,049 100.0 △ 818,890 △ 33.9
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公債費の決算額は、３，３７１，５９１千円で、前年度（３，１３２，４６１千円）に比べ２３９，

１３０千円、７．６％の増となった。第６図は、市債発行額と公債費の推移を示したものである。 公

債費は、平成６年度以降、経済対策による市債の発行の影響により徐々に上昇し、平成１２年度は、国

の補正に伴う一般公共事業債の元金償還の増やふれあいスポーツセンター建設事業などの地域総合整

備事業債元金償還の増、臨時特例借換債が認められたことによる公営企業金融公庫資金の償還（１５２，

７２０千円）等により、前年度より増加した。 

 市債の発行額は、平成５年度以降、経済対策による公共事業を積極的に受け入れて社会資本の整備を

図ったことに加え、ふれあいの森整備事業・海浜植物園整備事業・ふれあいスポーツセンター建設事業

などの地方単独事業を積極的に進めたため、市債の発行額は平成８年度を除き、平成１０年度まで年々

増加した。ふれあいスポーツセンター建設事業完了後の平成１１年度以降は、普通建設事業費の減に伴

って、市債発行額３０億円台に落ち着いているが、減税補てん債などの赤字地方債の発行を余儀なくさ

れている中で、地方債に依存する地方財政の現状が浮き彫りになっている。 

 これまで、交付税措置のあるより有利な市債を活用し、道路や公園、学校などの社会資本整備を行っ

てきたが、市債の発行状況から今後も公債費の増加が見込まれ、財政の硬直化が一段と進むことが懸念

されるため、低利な市債への借り換えや繰上げ償還を積極的に進めている。 

区分 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

市債発行額 1614 2333 3379 3869 4226 3587 4381 5835 3052 3452 

公債費 1978 1985 1998 2110 2254 2561 2583 3015 3132 3372 

 

 

 

第６図   市債発行額と公債費の推移
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② 投資的経費 

 投資的経費の決算額は、５，９５８，７１７千円で、前年度（６，２４０，０６８千円）に比べ２８

１，３５１千円、４．５％の減となり、歳出総額に占める構成比は、前年度より０．５ポイント下降し、

２４．８％となった。投資的経費の内訳は、第１０表のとおりである。 

 普通建設事業費の決算額は、５，７４９，０４２千円で、前年度（５，９１４，７９１千円）に比べ

１６５，７４９千円、２．８％の減となった。うち補助事業では、地域情報化基盤整備事業６６１，８

００千円皆増、西部清掃センター整備事業４３５,３９１千円皆増、リサイクルプラザ建設事業の補助

分５８５，３７５千円皆減、簡易型移動通信用鉄塔施設整備事業２７２，１２１千円皆減、環状南線整

備事業１８９，１５２千円減、大浦地区基盤整備促進事業１０１，２３６千円減により、４６，１３４

千円 １．５％の減となった。一方、単独事業では、辺地債道路改良事業１５１，３８４千円増、リサ

イクルプラザ建設事業の単独分１６８，６８８千円の皆減、県営広域臨港道路整備事業費負担金１３５，

７０４千円減、上田工業団地企業誘致推進事業９４，６２４千円皆減により、１１９，６１５千円 ４．

１％の減となった。 

 目的別では、土木費２，０４７，３３１千円（構成比３５．６％）、農林水産業費１，７３２，６３

５千円（構成比３０．１％）となり、この２つで全体の６５．７％を占め、その次に総務費の８０８，

９２０千円（構成比１４．１％）、衛生費５１１，６３７千円(構成比８．９％)、民生費３２０，０５

０千円(構成比５．６％)、教育費１９５，４０８千円(構成比３．４％)、消防費８７，５２３千円（構

成比１．５％）、商工費４２，３１９千円（構成比０．７％）、議会費３，２１９千円（０．１％）、と

なった。 

前年度との比較で伸び率が大きいのは総務費である。それは地域情報化基盤整備事業が新規に行われ

たことにより、５１５，５１３千円 ２７５．７％増と大幅な増なり、 構成比も９．１％の増となっ

た。次に伸び率が大きいのは、教育費で９１，５１８千円 ８８．１％増 構成比も１．６％増となり、

八代公民館建設事業や総合体育館進入路新設事業などの新規事業が主な増の要因である。その次には、

民生費が、屋内多目的健康広場を建設した影響により、５６，０５４千円 ２１．２％増 構成比１．

１％増となった。 

 対前年度減少率が大きいものとしては、商工費が観光案内板設置事業が完了したことなどにより、４

３，１５４千円 ５０．５％減 構成比も０．７％減となった。次は衛生費がリサイクルプラザの建設

が終了したことにより、３５５，５３３千円 ４１．０％減 構成比も５．８％減となった。 

その次には、消防費が、２２，３１０千円 ２０．３％減 構成比も０．４％減となったが、１１年度

に救助工作車などの大型備品の購入があったためである。 

 災害復旧事業費の決算額は、２０９，６７５千円で、前年度（３２５，２７７千円）に比べ１１５，

６０２千円、３５．５％の減となった。補助事業は、平成１１年度に前年度からの繰越が多かったこと

や平成１２年度現年災が少なかったことにより、１２３，０３２千円 ３８．３％減となった。単独事

業は、繰越していた西部清掃センター災害復旧事業が完了したことにより、７，４３３千円 ９７．９％

増となった。 

 

 

 



第１０表   平成１２年度投資的経費決算額調

分・負担金 （参考）
決算額 国庫支出金 県支出金 寄付金 市債 その他 一般財源 前年度決算額

5,749,042 647,249 710,782 10,262 2,881,900 397,766 1,101,083 5,914,791
2,965,203 647,249 608,301 4,812 1,062,300 161,358 481,183 3,011,337

議会費
総務費 717,894 26,198 220,962 391,500 70,833 8,401 263,596
民生費 111,683 6,814 89,950 13,267 1,652 87,965
衛生費 467,134 141,370 10,675 288,200 26,889 614,418
農林水産業費 798,594 28,329 278,186 4,812 62,300 23,627 401,340 937,893
商工費 1,680 560 1,100 20 29,833
土木費 825,397 432,073 7,968 311,400 53,611 20,345 976,387
消防費 38,570 8,517 7,800 22,253 72,539
教育費 4,251 3,948 303 28,706

2,783,839 102,481 5,450 1,819,600 236,408 619,900 2,903,454
議会費 3,219 3,219
総務費 91,026 24,937 66,089 29,811
民生費 208,367 6,045 60,000 11,000 131,322 176,031
衛生費 44,503 882 43,621 252,752
農林水産業費 934,041 80,524 3,202 597,500 24,457 228,358 1,037,769
商工費 40,639 5,500 35,139 55,640
土木費 1,221,934 12,214 616 1,028,900 166,866 13,338 1,144,349
消防費 48,953 1,965 1,632 24,300 6,326 14,730 37,294
教育費 191,157 1,733 103,400 1,940 84,084 75,184
諸支出金 94,624

209,675 67,642 88,663 904 47,300 386 4,780 325,277
198,490 67,642 88,663 904 40,300 386 595 321,522

農林水産業 97,077 88,663 904 7,200 98 212 144,848
土木 101,413 67,642 33,100 288 383 176,674

11,185 7,000 4,185 3,755
衛生費 7,506 7,000 506
農林水産業 3,408 3,408 3,755
土木 271 271

5,958,717 714,891 799,445 11,166 2,929,200 398,152 1,105,863 6,240,068

17

（単位：千円）

投資的経費合計

区    分

３   失業対策事業費

２   災害復旧費

（２）単独事業費

１   普通建設事業費
（１）補助事業費

（１）補助事業費

（２）単独事業費
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③ その他の経費 

 その他の経費の決算額は、７，７５１，１３５千円で、前年度（７，２４１，８７１千円）に比べ５

０９，２６４千円、７．０％の増となった。 

 物件費の決算額は、２，２４５，２９４千円で、前年度（２，１６４，６６６千円）に比べ８０，６

２８千円、３．７％の増となった。主な要因としては、国民体育大会開催費がプレ国体に比べて、５３，

７３８千円増になったことや平成１２年１０月から分別収集が市内全域に拡大されたことによる２７，

６２５千円増などが挙げられる。 

 維持補修費の決算額は、２４２，９１２千円で、前年度（２４９，９４４千円）に比べ７，０３２千

円、２．８％の減となった。主な要因としては、クリーンセンター営繕費による８，４４１千円の減、

小学校営繕費による３，４７０千円の減などが挙げられる。 

 補助費等の決算額は、１，２４０，２４０千円で、前年度（１，１０５，７８９千円）に比べ１３４，

４５１千円、１２．２％の増となった。主な要因としては、病院事業会計への補助費（計画に基づく施

設改修や結核病床経費など）４４，８７９千円の増、国勢調査の調査員報償費の皆増などが挙げられる。 

 積立金の決算額は、１，１７５，９５９千円で、前年度（１，２８４，２９２千円）に比べ１０８，

３３３千円 ８．４％の減となった。前年度と比べて増減の大きいものをみると、１１年度に交付金を

積み立てた介護保険円滑導入基金積立金４６１，５８０千円皆減、減債基金積立金１１４，５０６千円

増、ふるさとづくり基金積立金の９９，６９５千円増、社会福祉事業振興基金積立金の９９，６６４千

円増などが挙げられる。 

 投資及び出資金、貸付金の決算額は、１，１２８，１７８千円で、前年度（９５９，５０４千円）に

比べ５３２，６７４千円 ５５．５％の増となった。内訳として、投資及び出資金が２１１，３９３千

円で、前年度（３０７，６５４千円）に比べ９６，２６１千円 ３１．３％減、貸付金が９１６，７８

５千円で、前年度（６５１，８５０千円）に比べ２６４，９３５千円、４０．６％の増となった。前年

度と比べて増減の大きいものをみると、投資及び出資金では、氷見浜観光㈱への出資金５０，０００千

円皆減、水道事業出資金の４９，５５６千円減、貸付金では、病院・老人保健施設に対する地域総合整

備資金貸付金１９０，０００千円皆増や地場産業育成資金預託金４３，０００千円増などが挙げられる。 

 繰出金の決算額は１，７１８，５５２千円で、前年度（１，４７７，６７６千円）に比べ２４０，８

７６千円、１６．３％の増である。内訳は、介護保険制度の実施により介護保険特別会計繰出金３６１，

４５９千円皆増や老人保健医療事業特別会計繰出金５２，４８４千円減、その他では、下水道分担金の

増により下水道特別会計繰出金７１，９３１千円減となっている。 

 

④ 性質別歳出決算額の構成比の推移 

 性質別歳出決算額の構成比の推移は、第７図のとおりである。義務的経費比率は、平成５年度には４

０．２％にまで下降したが、その後は平成８年度までに４２．6％に上昇した。平成９年度と平成１０

年度は下落したものの、平成１１年度には４５．２％と過去１０年間で最高となったが、１２年度は扶

助費や人件費の減により４３．０％に下がった。このような義務的経費比率の変動は、市債の借入増に

よる公債費の増加基調の中で、投資的経費の増減の影響も含めた人件費の増減によるものである。 
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第７図   性質別歳出決算額の構成比の推移
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一方、投資的経費比率は、経済対策の影響を受けながら毎年度増減を繰り返して概ね３０％前後で推

移し、平成１０年度は、ふれあいスポーツセンター建設事業などにより３４．２％まで上昇した。平成

１１年度は、大型事業が完了したことによって普通建設事業費が大幅に減少したため２５．４％となり、

平成１２年度も引き続き減少し２４．８％となった。また、その他の経費は、積立金や投資及び出資金

のように年度によって大きく変動する経費に加えて、新設した特別会計への繰出金などがあるため、平

成１１年度以降大きな伸びとなった。 

区分 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

義務的経費 44.0 40.8 40.2 41.1 41.9 42.6 42.5 41.8 45.2 43.0 

うち人件費 26.8 24.5 23.9 24.2 24.3 23.3 23.2 21.5 22.7 22.4 

うち公債費 10.4 9.2 9.0 9.4 9.9 10.9 10.6 11.5 12.7 14.0 

投資的経費 27.2 30.1 33.5 32.3 32.3 29.2 31.6 34.2 25.4 24.8 

その他の経費 28.8 29.1 26.3 26.6 25.8 28.2 25.9 24.0 29.4 32.2 
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地方財政統計上統一的に用いられるように、公営事業会計以外の会計を総合して一つにまとめたも

のを普通会計といい、本市の場合は、一般会計や育英資金特別会計、高齢者・障害者住宅整備資金特

別会計、有線テレビジョン放送事業特別会計の全部と老人保健医療事業特別会計の事務費の一部をま

とめたものである。その普通会計の財政指標などを県内他市や全国類似団体(人口と産業構造による分

類別)と比較して、現在の本市の財政状況を明らかにする。 

 

１ 財政指標による分析 

 

（１）経常収支比率 

 地方公共団体が変化する社会経済や新たな行政需要に対応するために、財政構造の弾力性を確保しな

ければならない。この財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして、一般的に経常収支比率が用いら

れる。経常収支比率とは、経

常的経費に充当された一

般財源が経常一般財源総

額に占める割合であり、地

方税、普通交付税を中心と

する経常的な収入たる一

般財源が、人件費、扶助費、

公債費のように容易に縮

減することの困難な経常

経費にどの程度充当され

ているかによって財政構

造の弾力性を判断しよう

とするものである。 

 本市の経常収支比率の

推移は、第８図にみられる

ように、平成７年度を除い

て平成１０年度まで上昇

を続け、平成１１年度から

下降している。平成１２年

度は経常一般財源が前年

度比べて、市税の２０８，

８５３千円減や普通交付

税の４９，１８４千円減に

より、３１，９５９千円 

０．２％減となったが、経常経費に充当した一般財源が８０，４５５千円 ０．７％減となったため、

経常収支比率は８２．８％となった。また、減税補てん債を経常一般財源に加えた経常収支比率は８２．

３％となった。一般的には、都市で７５％が妥当であると考えられており、８０％を上回ると財政構造

第８図   経常収支比率の推移
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区分  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12 
経常収支比率 79.8 78.1 81.8 84.6 83.2 85.0 85.2 85.4 83.1 82.8

 うち人件費 38.6 37.7 38.2 39.2 38.4 38.3 38.0 36.8 34.9 33.8

 うち公債費 16.7 15.7 16.0 16.8 17.5 18.7 19.2 20.7 21.3 21.8

 うち物件費 9.6 8.8 10.0 10.5 10.7 10.1 9.8 9.9 9.8 9.8
 うち扶助費 4.1 4.7 5.0 5.2 5.2 5.9 6.0 6.6 6.4 4.5
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の弾力性が失いつつあるとされている。 

 充当経費別では、人件費が平成６年度まで３０％台後半で推移していたが、平成７年度以降毎年度

徐々に下降続け、平成１２年度は３３．８％となった。しかしながら、県内９市の中では、まだまだ１

番高く、人件費の抑制が必要である。物件費は１０％前後でほぼ横ばいで推移している。一方、公債費

は平成４年度には１５．７％にまで低下していたが、それ以降は上昇を続け、平成１２年度は２１．８％

となった。 

第１１表は、本市の経常収支比率を県内各市及び全国類似団体と比較したものである。それによると、

本市の経常収支比率は県内９市中で、魚津市に次いで2番目に高い状態にある。また、全国類似団体と

の比較においてもかなり高い水準にあることから、今後の財政運営に当たっては、義務的経費を抑制し、

財政構造の弾力性の確保に一層努めていかなければならない。 

第１１表   経常収支比率の状況       （単位：％）

  年度 

区分   

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

富山市 73.9 78.3 76.5 79.0 77.9 79.1 81.2 79.9 79.9 79.8 

高岡市 75.4 73.3 77.5 83.0 84.3 84.4 84.9 85.0 79.9 79.9 

新湊市 73.2 74.2 77.5 79.1 79.2 80.7 83.4 82.9 80.9 82.1 

魚津市 66.2 63.4 72.7 78.6 81.2 81.3 84.7 86.4 83.7 84.9 

滑川市 65.2 60.8 69.8 73.6 72.0 73.5 74.3 76.8 77.7 80.0 

黒部市 64.6 68.8 67.3 77.4 74.5 78.7 73.9 82.5 75.2 78.2 

砺波市 63.3 64.4 71.5 73.7 74.1 80.0 76.7 81.9 83.0 81.6 

小矢部市 66.3 66.1 73.1 74.7 74.1 79.4 77.4 78.9 72.8 76.0 

氷見市 79.8  78.1  81.8  84.6  83.2  85.0  85.2  85.4  83.1  82.8  

県内９市単純平均 69.8 69.7 74.2 78.2 77.8 80.2 80.2 82.2 79.6 80.6 

全国類似団体（Ⅱ－２） 71.0 71.9 74.4 78.2 79.1 80.6 81.1 81.9 78.9 未定 

 

（２）公債費負担比率 

 公債費負担比率は、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合を示したもので、その

率が高いほど、財政運営の硬直性の高まりを示すものである。一般的には、財政運営上、１５％が警戒

ライン、２０％が危険ラインとされている。その本市の推移及び県内９市の状況は第１２表に示すとお

りである。 

海浜植物園整備やふれあいスポーツセンター建設などの大型単独事業の実施や、数次にわたる景気対

策を目的とする公共事業の追加などから、本市の市債発行額が急増したことにより、これらの償還に要

する経費も増加した。そのため、公債費負担比率は平成１０年度から１８％台となり、平成１２年度に

は１８．３％まで上がり、県内 9 市の中で一番高くなった。また、全国類似団体と比較しても、年々

その差が拡大しており、危険な状態である。そのため、市債の発行を抑制しながら、繰上げ償還等の公

債費対策を講じなければならない。 
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（３）公債費比率 

 公債費比率は、公債費による財政負担の度合いを判断する指標の１つで、市債の元利償還金に充当さ

れた一般財源のうち、普通交付税の基準財政需要額で公債費として措置されたものを除いたものの標準

財政規模に対する割合である。その状況は第１３表に示すとおりである。その推移をみると平成４年度

以降下降を続け、平成５年度では１３．４％にまで低下したが、その後は上昇傾向に転じ、平成１１年

度では１７．３％となり、平成１２年度では１７．１％に下がった。その下がった理由は、元利償還金

の一部が普通交付税の基準財政需要額へ算入方法が事業費補正から公債費に振り替わったためで、公債

費が減少したものではないので、楽観できない。 

県内９市の中で比較すると、比較的低い状態にあるものの全国類似団体との比較においては高水準に

ある。今後も上昇傾向で推移することが見込まれるため、引き続き財政の健全化に努めていく必要があ

る。 

 

（４）起債制限比率 

 起債制限比率は、市債の元利償還金に充当された一般財源のうち、普通交付税の基準財政需要額

で措置されたものすべてを除いたものの標準財政規模に対する割合である。第１４表にその推移を示し

た。 

起債制限比率は、公債費比率に比べより公債費負担の実質的な割合を表しており、この指数が基準を

超えると、国から市債発行の制限を受けたり、公債費負担適正化計画の作成を求められる。本市は、よ

り有利な交付税措置のある地方債を発行してきたため、起債制限比率は、県内9市では平均レベルで横

ばい状態が続いているが、全国類似団体と比べると高い水準である。 

第１２表   公債費負担比率の状況       （単位：％）

  年度 

区分   

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

富山市 8.8 8.8 9.5 11.0 14.5 13.2 12.9 13.5 13.9 14.2 

高岡市 11.3 14.2 13.1 21.6 17.3 17.8 18.7 18.0 18.3 17.1 

新湊市 9.1 8.5 8.8 9.4 11.2 12.6 13.8 14.9 14.9 15.5 

魚津市 10.7 10.4 11.3 12.6 20.1 13.5 15.1 16.2 16.5 18.0 

滑川市 11.9 10.4 11.8 11.5 12.0 12.9 12.2 12.6 13.9 15.8 

黒部市 7.8 7.9 10.7 11.3 11.9 15.6 14.6 16.8 20.2 16.7 

砺波市 10.9 11.4 12.5 11.7 14.3 14.4 13.6 15.8 18.2 16.5 

小矢部市 10.6 20.5 12.3 13.4 21.7 18.5 16.7 18.4 17.9 14.9 

氷見市 14.2  13.1  13.4  13.9  14.8  15.8  15.5  18.0  18.2  18.3  

県内９市単純平均 10.6 11.7 11.5 12.9 15.3 14.9 14.8 16.0 16.9 16.3 

全国類似団体（Ⅱ－２） 11.6 11.9 11.8 13.0 13.8 14.4 14.5 15.4 15.1 未定 
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第１３表   公債費比率の状況       （単位：％）

  年度 

区分   

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

富山市 10.4 10.4 10.5 12.1 12.6 12.6 13.2 12.9 14.1 14.3 

高岡市 12.1 12.0 14.0 16.4 17.7 18.0 19.0 18.1 17.7 17.5 

新湊市 11.2 10.7 10.9 11.8 12.6 14.9 15.9 16.6 16.9 17.1 

魚津市 12.1 11.9 13.2 15.0 15.9 15.2 17.0 17.9 18.8 21.2 

滑川市 14.0 12.5 13.6 13.8 13.8 13.8 13.7 14.0 16.1 18.6 

黒部市 11.4 10.2 13.0 14.2 15.0 18.3 17.8 18.9 20.6 18.1 

砺波市 12.2 12.7 14.2 14.4 15.1 15.4 15.6 17.7 19.0 18.1 

小矢部市 12.8 12.7 14.1 15.1 15.7 16.5 18.0 17.7 16.4 16.6 

氷見市 14.8  13.8  13.4  13.8  14.3  14.9  15.2  16.3  17.3  17.1  

県内９市単純平均 12.3 11.9 13.0 14.1 14.7 15.5 16.2 16.7 17.5 17.6 

全国類似団体（Ⅱ－２） 11.6 11.9 12.7 13.0 13.9 14.6 14.2 14.8 14.8 未定 

 

 

第１４表   起債制限比率の状況       （単位：％）

  年度 

区分   

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

富山市 9.5 9.3 9.2 9.6 10.0 10.3 10.3 10.0 9.9 9.7 

高岡市 10.1 10.0 10.6 11.8 13.2 14.0 14.3 13.7 12.9 12.0 

新湊市 9.7 9.5 9.1 9.2 9.6 10.7 11.6 12.5 12.6 12.6 

魚津市 10.1 10.1 10.2 10.8 11.6 11.5 11.3 11.1 11.6 12.6 

滑川市 11.9 11.6 11.3 11.0 11.3 11.1 10.9 10.7 11.3 12.7 

黒部市 8.9 8.9 9.8 11.0 12.2 13.3 13.7 14.1 13.7 13.1 

砺波市 9.4 9.9 10.5 10.8 11.0 10.8 10.6 11.0 11.7 12.1 

小矢部市 9.5 9.8 10.2 10.3 10.2 9.6 9.2 8.5 7.5 6.7 

氷見市 12.2  12.2  12.0  11.6  11.5  11.6  11.6  11.6  11.6  11.7  

県内９市単純平均 10.1 10.1 10.3 10.7 11.2 11.4 11.5 11.5 11.4 11.5 

全国類似団体（Ⅱ－２） － － － － 10.8 11.0 10.9 10.8 10.6 未定 

※平成６年度以前の全国類似団体の指数は、集計されていないため不明   

 

 

 



 26 

２ その他決算数値による分析 

  

財政状況をみるには、単年度の歳入歳出ばかりでなく、地方債、債務負担行為等のように、将来にわ

たって財政負担となるものや、積立金のように年度間の財源調整を図り、将来における弾力的な財政運

営に資するため財源を留保するものなども含めて総合的に把握する必要がある。 

 

（１）市債現在高 

 市債現在高の推移は、３０ページの付表２のとおりである。平成１２年度末現在高（普通会計）は３

４，０３４，２８１千円で、前年度末（３２，９３８，３３７千円）に比べ１，０９５，９４４千円、

３．３％の増、平成

３年度末との対比

では２．４４倍とな

った。なお、このほ

か公営企業（下水道

含む）において償還

する企業債も含め

ると平成１２年度

末では６０，０７４，

６４８千円（対前年

度末比３．７％増）

となり、平成３年度

末との対比では２．

１５倍に増大して

いる。 

 市債現在高（普通

会計）と標準財政規

模（標準税収入額等

プラス普通交付税）

を比較し、その推移

を示したものが第

１４図である。平成

３年度末市債現在

高は、標準財政規模

に対して１．２８倍

であり、その後も１．

３０倍を下回る値で推移していたが、平成５年度以降、その差が拡大し、平成１２年度末では、前年度

までの大型事業の実施による市債残高の増加により２．４８倍となった。 

 

第１４図   市債現在高（普通会計）と標準財政規模の推移
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 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

  標準財政規模 1085 1172 1195 1211 1242 1267 1305 1340 1371 1372 

市債残高 1393 1510 1735 2005 2303 2512 2801 3191 3294 3408 
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（２）債務負担行為額 

 地方公共団体は、将来の支出を約束するものとして債務負担行為を行うことができるが、この債務負

担行為には、数年度にわたる建設工事及び土地購入等の場合のように翌年度以降の経費支出が予定され

ているものと、債務保証又は損失補償のように債務不履行等一定の事実が発生したときに支出されるも

のとがある。これら債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は、付表３にみられるように、平成

４年度末では国営総合かんがい排水事業費負担金が皆増となったため大幅増となったが、徐々に農林水

産業に対する過年度の償還補助金が減っているため、平成１２年度末では６，３９６，２３０千円で、

前年度末（６，７９７，０４７千円）に比べ４００，８１７千円、５．９％の減となった。 

 

（３）積立金現在高 

 地方公共団体は、財政の健全な運営を図るため、将来の財政需要に備えて積立てを行っている。本市

の積立金現在高は、付表４に示したが、平成１２年度末では５，２３６，３６１千円で、前年度末（４，

５３１，４８５千円）に比べ７０４，８７６千円、１５．６％の増となった。内訳は、財政調整基金が

１，５４６，５３６千円で、前年度末に比べ７，２８６千円の減、減債基金が１，９０７，４６８千円

で、前年度末に比べ５０１，２７１千円の増、その他特定目的基金は１，７８２，３５７千円で、前年

度末（１，５７１，４６６千円）に比べ２１０，８９１千円の増となった。その他特定目的基金の増と

なった主な要因としては社会福祉事業振興基金の１０５，６１４千円の増、ふるさとづくり基金の８８，

０８９千円の増などが挙げられる。 

 

（４）将来にわたる財政負担 

 市債現在高（普通会計）に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し

引いたもの、すなわち将来にわたる財政負担額は、平成１２年度末では３５，１９４，１５０千円とな

り、前年度末（３４，７１９，３２４千円）に比べ、４７４，８２６千円、１．４％の増となった。 

 第１５表は、これを全国類似団体と比較（ただし平成１１年度末）したものである。本市は、地方債

現在高及び債務負担行為額においてかなり全国類似団体を上回っていることから、将来にわたる財政負

担額は、１団体当たりでは１３，６５６，５６２千円、６４．９％、また人口１人当たりでも２６１，

６６１円、７９．１％いずれも全国類似団体を上回っている。また、標準財政規模との１団体当たり比

較では、本市が２．５３倍なのに対し、全国類似団体は１．５３倍となっている。 
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第１５表   将来にわたる財政負担額の状況    

    普通会計 平成 12 年度以降 積立金現在高 将来にわたる ＊参考 

区    分 地方債現在高 支出予定の   財政負担額 標準財政規模 

    （平成11 年度末）Ａ 債務負担行為額Ｂ （平成11 年度末）Ｃ A＋Ｂ－Ｃ （平成11 年度） 

１団体           

当たり 32,938,337 6,797,047 5,016,060 34,719,324 13,706,403

（千円）           

人口１人           

当たり 562,078 115,989 85,597 592,470 233,894

氷見市 

（円）           

  １団体           

全国 当たり 22,296,494 3,200,176 4,442,908 21,053,762 13,774,361

類似 （千円）           

団体 人口１人           

（Ⅱ－２） 当たり 350,335 50,283 69,809 330,809 216,432

  （円）           

＊この指数表中、人口１人当たり額において基礎とした人口は、平成１２年３月３１日現在の住民基本台 

帳登載人口である。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



付表１   平成１２年度氷見市会計別歳入歳出決算額調

会計別 収入済額 支出済額 差引 備考

一般会計 26,309,946 24,745,897 24,071,680 674,217 各会計へ 2,458,964 繰出

国民健康保険 3,851,181 3,790,248 3,663,906 126,342 一般会計より 243,308 繰入

育英資金 10,528 11,934 9,695 2,239

高齢者・障害者住宅整備資金 18,655 15,642 15,642 一般会計より 41 繰入

下水道 4,435,807 4,187,333 4,169,870 17,463 一般会計より 756,418 繰入

老人保健医療事業 7,054,299 6,842,754 6,719,947 122,807 一般会計より 356,799 繰入

介護保険 2,296,751 2,299,174 2,251,425 47,749 一般会計より 361,459 繰入

有線テレビジョン放送事業 4,385 1,597 1,597 一般会計より 526 繰入

計 17,671,606 17,148,682 16,832,082 316,600 一般会計より 1,718,551 繰入

収入 1,755,857

支出 1,788,820 1,725,028 1,711,238 13,790 一般会計より 153,398 繰入

収入 1,114,798

支出 1,504,137 752,561 1,077,003 △ 324,442 一般会計より 116,884 繰入

収入 2,870,655

支出 3,292,957 2,477,589 2,788,241 △ 310,652 一般会計より 270,282 繰入

収入 6,049,573

支出 6,419,645 5,954,968 6,389,384 △ 434,416 一般会計より 369,450 繰入

収入 276,607

支出 327,073 275,306 325,722 △ 50,416 一般会計より 100,681 繰入

収入 6,326,180

支出 6,746,718 6,230,274 6,715,106 △ 484,832 一般会計より 470,131 繰入

収入 9,196,835

支出 10,039,675 8,707,863 9,503,347 △ 795,484 一般会計より 740,413 繰入

54,021,227 50,602,442 50,407,109 195,333

51,429,812 48,143,478 47,948,145 195,333

（単位：千円）

予算現額

計

水道事業

病院事業

収益的収支

資本的収支

収益的収支

小計

資本的収支

小計

合     計

純     計

特
別
会
計

企
業
会
計
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付表２   市債残高調

区分 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度

１   普通債 10,714,952 11,676,269 13,475,550 15,553,983 17,754,867 19,169,150 21,727,485 25,315,163 26,610,310 27,492,063

（１）土木 3,077,045 3,798,591 4,890,806 5,856,841 6,433,239 7,317,135 8,200,165 9,099,592 9,629,337 9,983,227

（２）農林水産 1,026,893 929,011 1,118,061 2,003,053 3,294,482 3,597,707 3,880,634 4,329,996 4,802,528 5,077,885

（３）教育 4,587,497 4,823,480 5,283,988 5,315,766 5,482,766 5,537,025 6,584,221 8,598,239 8,226,626 7,890,122

普 （４）衛生 685,871 603,553 554,024 650,601 743,874 792,309 1,182,454 1,534,780 2,184,916 2,513,821

（５）その他 1,337,646 1,521,634 1,628,671 1,727,722 1,800,506 1,924,974 1,880,011 1,752,556 1,766,903 2,027,008

通 ２   災害復旧債 521,248 460,946 463,488 395,368 407,020 473,884 483,142 530,071 532,829 513,326

３   その他 2,692,521 2,962,414 3,413,066 4,101,234 4,867,450 5,476,658 5,795,074 6,065,278 5,795,198 6,028,892

会 （１）辺地債 1,891,799 2,038,411 2,264,444 2,458,802 2,626,612 2,782,036 2,836,307 2,843,044 2,768,494 2,973,772

（２）県貸付金 478,522 551,603 575,688 574,130 587,134 479,577 403,661 302,594 178,475 62,685

計 （３）減税補てん債等 426,500 870,300 1,394,800 1,376,381 1,672,917 2,039,391 2,050,870

（４）その他 322,200 372,400 572,934 641,802 783,404 820,245 1,178,725 1,246,723 808,838 941,565

小計 13,928,721 15,099,629 17,352,104 20,050,585 23,029,337 25,119,692 28,005,701 31,910,512 32,938,337 34,034,281

対前年度比 103.5 108.4 114.9 115.6 114.9 109.1 111.5 113.9 103.2 103.3

水道事業会計 4,620,754 4,826,928 5,074,997 5,335,526 5,611,771 5,900,133 6,074,277 6,238,479 6,521,740 6,613,553

病院事業会計 2,923,921 2,778,110 2,983,607 2,790,343 2,618,968 2,472,176 2,337,704 2,215,312 2,147,233 2,126,882

下水道事業会計 6,429,204 7,077,340 8,319,132 9,822,487 11,025,484 12,268,291 13,432,705 14,705,732 16,297,746 17,299,932

合計 27,902,600 29,782,007 33,729,840 37,998,941 42,285,560 45,760,292 49,850,387 55,070,035 57,905,056 60,074,648

対前年度比 103.8 106.7 113.3 112.7 111.3 108.2 108.9 110.5 105.1 103.7
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付表３   債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の状況調

区  分 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度

土木 124,001 125,126 263,240 11,336 8,277 57,952 6,259 4,567 2,961 1,855

学校 53,663 620 30,000 611 7,035 24,000 47,606

農林水産 908,800 8,198,129 7,810,212 7,348,371 7,061,805 6,595,987 6,174,276 5,770,452 5,338,971 4,914,181

社会福祉 394,641 399,915 369,180 343,532 722,625 682,913 948,582 1,045,094 1,037,120 1,025,963

その他 178,752 79,919 110,566 428,108 303,124 437,866 465,356 523,690 393,995 406,625

合    計 1,659,857 8,803,709 8,583,198 8,131,958 8,095,831 7,774,718 7,601,508 7,343,803 6,797,047 6,396,230

付表４   基金残高調（平成１３年５月末現在）

区    分 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度

財政調整基金 1,492,992 1,468,414 1,459,475 1,482,545 1,737,054 1,696,692 1,689,973 1,560,592 1,553,822 1,546,536

減債基金 1,291,460 1,288,146 1,189,421 1,104,658 967,734 1,176,083 1,230,542 1,029,012 1,406,197 1,907,468

ふるさとづくり基金 242,547 278,247 174,809 91,472 94,888 87,673 224,442 215,303 203,186 291,275

社会福祉事業振興基金 157,583 320,851 492,140 451,654 462,497 469,755 472,265 477,735 482,685 588,299

地域農業振興基金 42,243 18,942 29,634 30,255 39,369 53,624 51,315 51,713 51,847 55,896

水産業振興基金 2,534 2,657 2,746 2,792 2,844 2,855 2,865 2,875 2,882 2,891

教育文化振興基金 39,688 141,588 262,458 474,146 587,011 695,084 703,245 712,356 716,282 719,204

安部人づくり基金 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445

スポーツ振興基金 3,589 5,082 5,255 5,683 5,787 5,857 6,394 8,915 6,139 16,347

合    計 3,381,081 3,632,372 3,724,383 3,751,650 4,005,629 4,296,068 4,489,486 4,166,946 4,531,485 5,236,361

土地開発基金 433,339 669,180 670,459 679,745 686,166 747,046 763,273 767,052 782,202 793,853
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付表５   財政力指数（３箇年平均）の状況調

区    分 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度

富山市 1.056 1.027 1.000 0.969 0.949 0.921 0.913 0.893 0.858 0.816

高岡市 0.926 0.904 0.893 0.880 0.884 0.870 0.866 0.848 0.810 0.762

新湊市 0.863 0.859 0.872 0.858 0.844 0.822 0.813 0.789 0.740 0.697

魚津市 0.749 0.754 0.735 0.720 0.707 0.703 0.688 0.662 0.636 0.627

滑川市 0.599 0.587 0.590 0.603 0.618 0.619 0.618 0.626 0.606 0.584

黒部市 0.931 0.893 0.862 0.840 0.812 0.773 0.742 0.741 0.714 0.699

砺波市 0.546 0.548 0.570 0.582 0.588 0.583 0.583 0.580 0.567 0.557

小矢部市 0.548 0.551 0.575 0.596 0.610 0.605 0.591 0.572 0.542 0.521

氷見市 0.386 0.397 0.411 0.422 0.435 0.444 0.447 0.443 0.425 0.413

県内９市単純平均 0.734 0.724 0.723 0.719 0.716 0.704 0.696 0.684 0.655 0.631

全国類団（Ⅱ－２） 0.69 0.69 0.70 0.70 0.70 0.69 0.69 0.68 0.67 未定
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参 考 資 料 

１ 財政用語の解説 

財政用語について、氷見市に当てはめて簡単に説明します。（あいうえお順に並べてありま

す。） 

依存財源（いぞんざいげん） 

 国や県の意思により、決定された額が交付されたり、割り当てられたりする収入。国庫支出

金、県支出金、地方交付税、地方譲与税など。 

一般財源（いっぱんざいげん） 

 財源が特定されず、どのような経費にも使用することができるもの。地方税、地方譲与税、

地方交付税などがこれにあたる。 

会計 （かいけい） 

 予算と決算の経理上の区分け。氷見市が行なう行政運営の基本的な経費を計上した会計を一

般会計。また、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出とは区別して別に経理する必要がある会計は

特別会計。とりわけ、特別会計の中でも、地方公営企業法の適用を受ける会計を企業会計とい

う。 

 現在、氷見市では、一般会計、企業会計は水道事業会計と病院事業会計、企業会計以外の特

別会計は、国民健康保険特別会計外 6会計がある。 

基金 （ききん） 

 ある特定目的のため、財産を維持し、資金を積み立て又は定額の資金を運用するために設け

られる資金又は財産をいう。要するに「氷見市の貯金（貯蓄）」のこと。 

起債 （きさい） 

 市債（地方債）を起こすこと。 

起債制限比率 （きさいせいげんひりつ） 

 地方債の許可制限のために総務省の地方債許可方針において定められた指標で、繰上償還な

どの臨時的な要因や、公債費に充てられる特定の財源、地方交付税（後述）などにより他から

措置のある財源等を除き、氷見市が負担しなければならない公債費が標準的な一般財源に占め

る割合をいう。この指標が 20％以上になると、一部の地方債の許可が制限される。(財政指標の

解説を参照) 

基準財政収入額 （きじゅんざいせいしゅうにゅうがく） 

 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標
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準的に収入し得ると考えられる地方税などのうち、標準税率により算定した額の７５％（県は

８０％）。 

基準財政需要額 （きじゅんざいせいじゅようがく） 

 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的で妥当な水準の行政サービス

等を実施し、又は施設の維持のために必要と想定される財政需要を、一定の算式により算定し

た額をいう。 

経常収支比率 （けいじょうしゅうしひりつ） 

 人件費・扶助費・公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税・地方交付税・地方譲与税な

どの経常一般財源収入（毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定され

ておらず自由に使用し得る収入のこと）がどの程度使われているかをみることにより、当該団

体の財政の弾力性を判断するための指標。(財政指標の解説を参照) 

決算 ( けっさん)  

 １会計年度の歳入歳出予算の執行実績。 

公債費 （こうさいひ） 

 市債の元金の償還及び利払いに要する経費。  

公債費負担比率 （こうさいひふたんひりつ） 

 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合比率をいい、この比率が高いほど

財政運営の硬直性の高まりを示している。 

財政 （ざいせい） 

 氷見市がお金をどのようにどこから調達し、どのような目的にどれだけのお金を使うかとい

う観点から行なう経済的な活動。  

財政力指数 （ざいせいりょくしすう） 

 普通交付税の算定により計算される基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の

過去３ヵ年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力の強弱を示す数値として用いる。財政力

指数が１．０に近くなる（より大きくなる）ほど財源に余裕がある。(財政指標の解説を参照) 

市債 (地方債)（しさい） 

 氷見市が資金調達のために負担する債務であって、その返済が一会計年度を超えて行われる

もの（将来にわたって少しずつ返済しているもの）をいう。つまり「氷見市の借金」のこと。 

自主財源（じしゅざいげん） 

 氷見市が自主的に収入し得る財源をいう。市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財

産収入、寄附金、繰入金、繰越金などである。 
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実質収支 （じしつしゅうし） 

 会計年度の決算において、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額（形式収支）から、翌

年度へ繰越すべき財源を差し引いた額。 

性質別分類（せいしつべつぶんるい） 

 経費（歳出）をその経済的性質により分類したものが性質別分類である。人件費、物件費、

維持補修費、扶助費、補助費等、普通建設事業費、災害復旧事業費、公債費、積立金、投資及

び出資金などに分類される 。 

単年度収支 (たんねんどしゅうし)  

 当該年度の実質収支の額から前年度の実質収支の額を差し引き、当該年度だけの収支を表し

たもの。 

地方交付税 （ちほうこうふぜい） 

 国税のうち、所得税及び酒税の収入見込額の３２％と法人税の収入見込額の３５．８％（Ｈ

１３～）、消費税の収入見込額の２９．５％、たばこ税の収入見込額の２５％を合算した額等

を総額として、国が地方公共団体に交付する税をいう。この制度の目的は、地方公共団体の自

主性を損なわずに偏在する地方財源の不均衡を是正し、合理的かつ妥当水準の行政を行なうの

に必要な財源の確保を保障するもの。毎年度、一定の算式により交付される普通交付税（９

４％）と、当該年度の特殊事情により交付される特別交付税（６％）に分けることができる。 

特定財源（とくていざいげん） 

 財源の使途が特定されているもの。国庫支出金、地方債、分担金、負担金、使用料及び手数

料、寄附金などのうち、使途が指定されているもの。 

目的別分類（もくてきべつぶんるい） 

 会計の経費（歳出）をその行政目的により分類したものを目的別分類である。氷見市の平成

１３年度一般会計予算では、議会費、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工

費、土木費、消防費、教育費、災害復旧費、公債費、予備費に分類されている。  

標準財政規模 （ひょうじゅんざいせいきぼ） 

 地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示すもので、普通交付税と市税、地方譲与税など

が主なもの。(財政指標の解説を参照) 

扶助費（ふじょひ） 

生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法など各種法令に基づいて支出する

ものや単独の施策として支出するもので、社会保障制度の根幹をなす経費 。 

予算（よさん）  

 一定期間における収入支出の見積り又は計画 。 
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２ 財 政 指 標 の 解 説 

 

 

（１） 財政規模………地方公共団体の一般財源の標準規模を示す。 

基準財政

収 入 額     
－ 

地方道路譲与税 

自動車重量譲与税 

航空機燃料譲与税 

特別とん譲与税 

交通安全対策特別交付金 

× 100/75 ＋ 

地方道路譲与税 

自動車重量譲与税 

航空機燃料譲与税 

特別とん譲与税 

交通安全対策特別交付金 

＋ 普通交付税 

 

（２） 財政力指数………地方公共団体の財政力を判断する理論上の指標を示す。 

           数値は、過去３か年の平均値である。（１に近く１を超えるほど財源に余裕が

あるものとされる。） 

基準財政収入額 

基準財政需要額 

 

（３） 実質収支比率………標準財政規模に対する実質収支額の割合を示す。 

            （おおむね３～５％が望ましいとされる。） 

実質収支額 

標準財政規模 
× 100（％） 

 

（４）経常収支比率………財政構造の弾力性を判断する指標を示す。人件費、扶助費、公債費等の義務

的性格の経常経費に、地方税、地方交付税を中心とする経常的な収入たる

一般財源がどの程度充当されているかをみるものである。（一般的には、都

市にあっては７５％程度が妥当とされる。） 

経常経費充当一般財源の額 

経常一般財源（歳入） 
× 100（％） 

 

（５）公債費比率………公債費の一般財源等に占める割合を示す。 

地方債元利償還金 

( 繰上償還は除く)( Ａ) 

－ 

元利償還に充てら    災害復旧費等に係る 

れた特定財源(Ｂ)  ＋ 基準財政需要額(Ｃ) 

標準財政規模(Ｄ)－(Ｃ) 

 

× 100（％） 

 

（６）起債制限比率………地方債の許可制限に係る指標として地方債許可方針に規定されたもの。次の

算式による比率の過去３年間の平均をいう。（この比率が２０％を超えると

一部の地方債の借入が制限される。） 

上記(Ａ) － 
上記(Ｂ)＋上記(Ｃ)＋事業費補正により基準財政需要額      

          に算入された公債費(Ｅ) 

上記(Ｄ)－(Ｃ)－(Ｅ) 

 

× 100（％） 

 

 


